
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　反応容器内に原料ガスを導入し且つ高周波電力を導入する原料ガス導入装置兼電極を備
え、前記高周波電力によってグロー放電を発生させることにより前記原料ガスを分解して
前記反応容器内に配置した基体上に堆積膜を形成する堆積膜形成装置であって、
　前記原料ガス導入装置兼電極は、少なくとも前記高周波電力を導入するための円筒状ま
たは円柱状の電極と、該電極の表面を前記グロー放電領域より分離するために該電極を覆
う円筒状の絶縁体とを有して成り、
　該絶縁体には、前記原料ガスを前記グロー放電領域へ導入する複数のガス放出穴が形成
され、
　前記原料ガス導入装置兼電極には、供給された原料ガスを前記ガス放出穴に導入する原
料ガス流路が、前記電極と前記電極を覆う絶縁体の電極側表面に囲まれた空間に形成され
るか、または前記電極を覆う絶縁体の内部に形成された空間に形成され、

且つ 原料ガス流
路の幅が０．５～１３ｍｍであることを特徴とする堆積膜形成装置。
【請求項２】
　前記反応容器内の同一円周上に複数の円筒状導電性基体を配置し且つ該基体を自転させ
る手段を更に有し、前記原料ガス導入装置兼電極は該円周内に配置し、前記複数のガス放
出穴は前記複数の円筒状導電性基体の配置円の円周方向に向けて原料ガスを供給し得る位
置に形成されている請求項１記載の堆積膜形成装置。
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【請求項３】
　前記電極の周方向に複数配されている原料ガス流路は、前記電極の表面に形成された溝
と、前記電極を覆う絶縁体の電極側表面に囲まれた空間からなる請求項 記載の
堆積膜形成装置。
【請求項４】
　前記高周波電力の周波数が、２０ＭＨｚ～４５０ＭＨｚである請求項１～ の何れか一
項記載の堆積膜形成装置。
【請求項５】
　請求項１記載の堆積膜形成装置を用いた堆積膜形成方法において、
　前記堆積膜形成装置の反応容器内に基体を配置し、前記原料ガス導入装置兼電極のガス
放出穴から原料ガスを前記基体側に導入し且つ前記原料ガス導入装置兼電極の電極から高
周波電力を導入し、該高周波電力によってグロー放電を発生させることにより前記原料ガ
スを分解して前記基体上に堆積膜を形成することを特徴とする堆積膜形成方法。
【請求項６】
　前記基体は、電子写真用光受容部材を構成するための円筒状導電性基体である請求項
記載の堆積膜形成方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、円筒状導電性基体上に堆積膜、とりわけ機能性堆積膜、特に半導体デバイス、
電子写真用光受容部材、画像入力用ラインセンサー、撮像デバイス、光起電力デバイス等
に用いるアモルファス半導体等を形成するプラズマＣＶＤによる堆積膜形成装置及びこれ
を用いた堆積膜形成方法に関する。
【０００２】
【従来の技術】
像形成分野において、光受容部材における光受容層を形成する光導電材料としては、高感
度で、ＳＮ比［光電流（Ｉｐ）／暗電流（Ｉｄ）］が高く、照射する電磁波のスペクトル
特性に適合した吸収スペクトルを有すること、光応答性が早く、所望の暗抵抗値を有する
こと、使用時において人体に対して無害であること等の特性が要求される。特に、事務機
としてオフィスで使用される電子写真装置内に組み込まれる電子写真用光受容部材の場合
には、上記の使用時における無公害性は重要な点である。
【０００３】
こうした要求を満足し得る材料としてアモルファスシリコン（ａ－Ｓｉ）を用いた電子写
真用光受容部材が挙げられる。例えば特開昭５４－８６３４１号公報には、ａ－Ｓｉを光
導電層に用いた、耐湿性、耐久性、電気特性に優れた電子写真用光受容部材に関する技術
が記載されている。また、特開昭６２－１６８１６１号公報には、表面層として、シリコ
ン原子と炭素原子と４１～７０ atomic％の水素原子を構成要素として含む非晶質材料で構
成された材料を用いる技術が記載されている。
【０００４】
こうした技術により電気的、光学的、光導伝的特性、および、使用環境特性や耐久性が向
上し、更に、画像品位の向上の可能なａ－Ｓｉで構成された電子写真用光受容部材が実用
化されるところとなった。
【０００５】
一方で、ａ－Ｓｉ電子写真用光受容部材の製造には高度な技術が必要とされる。特に電子
写真用光受容部材の場合、他のデバイスに比較して、大面積でかつ厚い膜厚が必要とされ
るので、どの様に均一性を確保するか、また、ａ－Ｓｉ膜堆積中に異物を核として発生す
る膜の異常成長をどのように防止するかが重要な要素となる。
【０００６】
その様な観点から、いかに工業的に安定して高品位なａ－Ｓｉ電子写真用光受容部材を製
造するかの点についても様々な提案がなされて来た。特に電子写真用光受容部材について
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は、コピー画像上に細かい白い点が発生するいわゆる「白ポチ」の原因となる球状突起の
発生と、部位によって画像濃度が変化するムラが重大な問題となるので、これらの改善の
ための提案がなされている。
【０００７】
例えば特開平４－２６７６４号公報には、堆積膜形成装置において原料ガス導入装置を多
重管構造とし電極と兼用することで、電子写真用光受容部材の特性ムラを改善するための
技術が記載されている。また特開平４－２４７８７７号公報には、ガス放出穴近傍をセラ
ミックで形成し球状突起の発生を防止する技術が記載されている。
【０００８】
球状突起の発生原因としては、ほこりや堆積膜形成装置内部に付着した膜が剥れる事によ
って生じる破片などが基体や形成途中の堆積膜に付着し、これを核として堆積膜が異常成
長を起こす事がわかっている。こうした堆積膜形成装置内部の膜の剥れを防止するために
、堆積膜形成装置の内部構造をできるだけ単純化することが、堆積膜の密着性を向上させ
、また膜が堆積する部分の表面積を減少させる上でも効果的である。その様な意味で、上
述の従来技術の様に電極と原料ガス導入装置の機能を兼用させることは有効な手段である
。
【０００９】
以上の様な従来技術を用いることで、特性ムラや、球状突起の少ない電子写真用光受容部
材を安定して得る事が可能になった。
【００１０】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、近年、電子写真装置は従来にも増して、高画質化、高速化、高耐久化が求
められている。更に、サービスコストの低減のため、各部品の信頼性向上によりメンテナ
ンス回数の低減が必要とされる。この様な状況のもとで、電子写真用光受容部材は様々な
環境下でサービスマンのメンテナンスを受けないまま、以前にも増して長時間繰り返し使
用を続けられる様になった。この様な状況下では、従来の電子写真用光受容部材は改善さ
れるべき余地が残されている。
【００１１】
例えば従来のガス導入管と電極を兼用した装置では、電極に高周波電力を印加する場合、
条件によって微小な「白ポチ」が発生する場合があった。また画像濃度ムラについても条
件によって発生する場合があった。この様な画像濃度ムラも画像形成の高速化が進むにつ
れて、従来は問題にならなかった軽微な特性ムラ、例えば光感度ムラ等が顕著に現れる様
になってきた。
【００１２】
「白ポチ」については、従来問題にならなかった程度の微小な球状突起が存在し且つ高速
で画像形成を長期に渡って繰り返した際は、その部分の疲労が次第に進み、場合によって
は球状突起部分が欠落することで「白ポチ」を発生させることがわかった。しかしながら
、この様な微小な球状突起は、単に原料ガス導入装置のガス放出穴近傍の膜の密着性を向
上させるように材質や表面性を検討してもその効果はほとんど得られなかった。
【００１３】
また、画像濃度ムラについても、例えば原料ガス導入装置を三重管や四重管構造などにし
、またガス放出穴の配置や直径等を調整しても本質的に防止することは困難であった。
【００１４】
本発明の目的は、堆積膜の異常成長を抑制し、球状突起の発生を低減でき、特に画像品質
に優れた電子写真用光受容部材の製造に好適な堆積膜形成装置およびこれを用いた堆積膜
形成方法を提供することにある。
【００１５】
また本発明の別の目的は、プラズマの局在化を防止し、原料ガスの供給を放電空間全域に
渡って均一ならしめることで、全面に渡って高度に均質化された堆積膜を形成でき、特に
画像品質に優れた電子写真用光受容部材の製造に好適な堆積膜形成装置およびこれを用い
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た堆積膜形成方法を提供することにある。
【００１６】
【課題を解決するための手段】
上記目的は、以下の本発明により達成できる。
【００１７】
　反応容器内に原料ガスを導入し且つ高周波電力を導入する原料ガス導入装置兼電極を備
え、前記高周波電力によってグロー放電を発生させることにより前記原料ガスを分解して
前記反応容器内に配置した基体上に堆積膜を形成する堆積膜形成装置であって、前記原料
ガス導入装置兼電極は、少なくとも前記高周波電力を導入するための円筒状または円柱状
の電極と、該電極の表面を前記グロー放電領域より分離するために該電極を覆う円筒状の
絶縁体とを有して成り、該絶縁体には、前記原料ガスを前記グロー放電領域へ導入する複
数のガス放出穴が形成され、前記原料ガス導入装置兼電極には、供給された原料ガスを前
記ガス放出穴に導入する原料ガス流路が、前記電極と前記電極を覆う絶縁体の電極側表面
に囲まれた空間に形成されるか、または前記電極を覆う絶縁体の内部に形成された空間に
形成され、

且つ 原料ガス流路の幅が０．５～１３ｍｍであることを特徴とする堆積膜形成
装置。
【００１８】
上記本発明の堆積膜形成装置を用いた堆積膜形成方法において、前記堆積膜形成装置の反
応容器内に基体を配置し、前記原料ガス導入装置兼電極のガス放出穴から原料ガスを前記
基体側に導入し且つ前記原料ガス導入装置兼電極の電極から高周波電力を導入し、該高周
波電力によってグロー放電を発生させることにより前記原料ガスを分解して前記基体上に
堆積膜を形成することを特徴とする堆積膜形成方法。
【００１９】
【発明の実施の形態】
本発明では、原料ガス導入手段と高周波導入手段とを兼用構造とし、しかも上述の特徴的
構成にした原料ガス導入装置兼電極（原料ガス導入管兼電極）を用いることによって、堆
積膜形成装置の内部構造を簡略化すると共に、電極に高周波を印加した場合であっても、
従来の原料ガス導入装置兼電極で見られた球状突起の発生や、電子写真用光受容部材の特
性ムラや、膜厚ムラを本質的に抑制できる。以下、本発明の作用を、本発明の完成に至っ
た経緯と共に詳細に説明する。
【００２０】
電子写真用光受容部材において、収率を左右する要因のひとつに球状突起の発生が挙げら
れる。この球状突起の発生の防止について、前述の様に電極と原料ガス導入装置を兼用す
ることは有効な手段であった。しかし、この様な装置であっても、前述した様に微小な球
状突起の発生や電子写真用光受容部材の膜厚ムラを含む特性ムラの発生を抑えることは困
難である。そこで、本発明者は、従来の原料ガス導入装置兼電極におけるプラズマの局在
化現像および原料ガス導入の偏りについて着目し、以下の様な解析を行った。
【００２１】
ガス導入管のガス放出穴付近は堆積膜が剥れ易く、この部分での膜剥れが原因となって球
状突起が形成される例が多い。この様なガス放出穴周辺の部分での膜の密着性を向上させ
る技術は、前述の特開平４－２４７８７７号公報に詳しく記載されている。しかしながら
、本発明者が行なった解析によれば、ガス放出穴付近に剥れ易い膜を形成する様な本質的
な現象が存在するので、この様に膜の密着性を向上させるだけでは効果が十分ではないこ
とがわかって来た。
【００２２】
ガス導入管の表面に形成されたガス放出穴の周辺には、周囲の放電よりも明るい放電領域
が現れ、極端な場合はグロー放電中に目視においてもガス放出穴から炎を吹き出すように
見える。以下、この現象を便宜上「吹き出し」と呼ぶ。
【００２３】
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本発明者の解析によれば、「吹き出し」部分ではプラズマ中の飽和電子電流が「吹き出し
」の無い部分に比べて増加しており、プラズマが局在していることが確かめられた。この
様な部分では、周囲の正常な部分に比べてかなり異なった活性種が生れていると考えられ
る。その結果、ガス放出穴の周囲に剥れやすい膜が堆積する。特に、条件によっては「吹
き出し」部分の周囲にポリシラン様の粉体が発生する場合もある。これらの膜や粉体は、
堆積膜形成過程において、原料ガスの突出圧力や堆積膜形成装置内部の圧力変化等の要因
で原料ガス導入装置兼電極の表面から飛び散り、電子写真用光受容部材に微小な「白ポチ
」を形成する核となることがわかった。
【００２４】
また、上記の様なプラズマの局在状態が、電子写真用光受容部材の特性にも影響を与える
こともわかった。本発明者の知見によれば、基体の堆積膜形成中の表面付近では、「吹き
出し」部分に見られる様な飽和電子電流の顕著な上昇は確認されなかった。にもかかわら
ず、実際の電子写真用光受容部材では、ガス導入管のガス放出穴の位置に対応してムラが
見られることが確認された。これは電子の移動度が高いので比較的早く拡散、散逸して平
均化し、これにより電子飽和密度の測定では差が現れないが、一方、イオンや中性の活性
種は電子に比べれば重く、拡散し難く基体表面付近まである程度の分布を持っているので
、これが電子写真用光受容部材の特性に影響を与え、画像濃度ムラを引き起こす事による
と推測される。
【００２５】
こうした状況を緩和する目的で、例えば原料ガスの突出圧力が軽減する様に、ガス放出穴
の径を大きくする等の対策は余り有効ではない。本発明者は、後に詳しく述べるが、ガス
放出穴の直径を変化させた場合の電子写真用光受容部材上の球状突起の様子や特性ムラの
変化を調べる実験を行なった。この実験によれば、ある程度まではガス放出穴の直径を広
げるに従って、球状突起や特性ムラが改善される方向にあるものの、その効果は十分では
なかった。また、更にガス放出穴を広げると逆に球状突起が悪化すると同時に、膜厚ムラ
が悪化する傾向があることが確かめられた。これは、ガス放出穴径を大きくすると、ガス
の突出圧力が下がり、プラズマの局在が緩和される効果がある反面、ガス導入管内部への
プラズマの回り込みが起こり易くなり、この部分からの膜剥がれが生じるためと考えられ
る。
【００２６】
この様な点から、「吹き出し」の発生原因はガスの突出圧力が高い事に因るのではなく、
電極の表面に開けられた穴（くぼみ）がプラズマ中に露出して穴（くぼみ）の周囲に電界
が集中する事に因ると考えられる。また、本発明者は「吹き出し」の原因を確認するため
に、直径２ｍｍ、深さ２．５ｍｍのくぼみを電極表面に設けて飽和電子電流の測定を行な
ったところ、実際に「吹き出し」が発生した事を確認している。
【００２７】
本発明者はこうした経緯から、電極を絶縁体で被覆することで、グロー放電領域から分離
する方法について検討した。しかしながら、原料ガス流路を原料ガス導入管兼電極内部に
形成する場合、電極から放射された高周波電界が原料ガス流路に侵入するため、条件によ
っては原料ガス流路内部でグロー放電が発生する。このような場合、原料ガス流路内部の
グロー放電で生成されたポリシラン様の粉体や、原料ガス流路の壁面に付着した膜が剥が
れた破片などがガス放出穴から吹き出す結果となり、多量の粒状突起が発生すると同時に
特性ムラも悪化する。
【００２８】
以上の様な理由により、従来の原料ガス供給機構では、「白ポチ」の抑制と、電子写真用
光受容部材の膜厚ムラまで含んだ特性の均一化を高いレベルで両立することは困難であっ
た。
【００２９】
本発明は、上記の様な解析に基づき完成された。すなわち、本発明に用いる原料ガス導入
装置兼電極においては、電極の表面（従来プラズマに接していた部分）が絶縁体で覆われ
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てグロー放電領域より分離され、原料ガスはこの絶縁体に形成されたガス放出穴を通して
放電空間に放出され、且つ原料ガス流路の幅を０．５～１３ｍｍの範囲とすることで、上
述の様なガス放出穴周辺での電界の集中が発生せず、原料ガス流路の内部でグロー放電の
発生を防止できるので、この結果ガス放出穴周辺での堆積膜の密着性が向上すると共に、
ポリシラン様の粉体の発生を効果的に防止することができる。更には、「吹き出し」が根
本的に発生しないので、プラズマの局在化を防止でき、堆積膜のムラの発生を本質的に抑
止できる。
【００３０】
本発明では、原料ガス流路の幅を０．５ｍｍ以上１３ｍｍ以下とすることが重要である。
原料ガス流路の幅を０．５ｍｍ未満にすると、原料ガス流路とガス放出穴のコンダクタン
スの関係から、実用的なガス放出穴の配置や大きさでは、原料ガスを均一にグロー放電領
域に供給することが困難なため、膜厚ムラ、特性ムラが大きくなる傾向がある。一方、原
料ガス流路の幅を広げていくと、原料ガス流路の内部で放電が起り易い傾向が顕著になる
。また、原料ガス流路の内部で原料ガスのよどみが発生し易くなる。こうしたよどみ部分
ではダスト等が滞留し易く、堆積膜形成中に徐々にダストが放電空間に放出される傾向が
あるため、球状突起の発生に繋がる場合がある。
【００３１】
したがって本発明の目的を達成するためには、原料ガス流路の幅を０．５以上１３ｍｍ以
下にすることが重要であり、最適には１ｍｍ以上５ｍｍ以下の範囲にすることが望ましい
。なお、本発明において原料ガス流路の幅とは、原料ガスが流れる方向に対して垂直の断
面における最長の幅を指す。また、上述の原料ガス流路の幅は例えば熱膨張などを考慮し
た上で、実際の堆積膜形成時の条件での幅をさす。
【００３２】
本来、このような空間の大きさと放電の起き易さの関係は、パッシェンの法則に従って理
論的に計算される。しかし、パッシェンの法則では、ガス種や圧力、高周波電源の周波数
、電極の形状などがパラメータとして含まれているため、実際の放電条件は厳密には決め
にくい。本発明者は実験を繰り返すことによって、原料ガス流路の内部でのグロー放電の
発生を防止し、球状突起の発生と電子写真用光受容部材の特性の悪化を防止する条件を経
験的に見い出したものである。
【００３３】
本発明に用いる原料ガス導入装置兼電極は、少なくとも高周波電力を供給するための電極
と電極の表面をグロー放電領域より分離するために覆う絶縁体とを有して成る。例えば、
電極の表面を公知のコーティング法に従い絶縁体で被覆すれば、電極の耐性も向上した原
料ガス導入装置兼電極が得られる。コーティングの材料としては、アルミナ、二酸化チタ
ン、酸化マグネシウム等が挙げられる。特に、アルミナ、二酸化チタン等の耐酸性の良好
な材料およびこれらの混合材料が適している。コーティング方法には特に制限は無く、Ｃ
ＶＤ法、メッキ法、溶射法等が採用できる。特に溶射法は、コスト面やコーティング対象
物の大きさ形状の制限を受け難い点から好ましい。とりわけプラズマ溶射法は、気孔率が
低く密着性も良好なのでより好ましい。
【００３４】
電極の形状と、この電極を覆う絶縁体の形状は、加工性や原料ガスを均等に放出する観点
から円筒形状（または円柱形状）が望ましい。また、電極および絶縁体の配置についても
同様の理由から同心円状に配置することが望ましい。
【００３５】
電極を覆う絶縁体の大きさには特に制限は無い。ただし、複数の円柱状導電性基体を同一
円周上に配置し、原料ガス導入装置兼電極を円柱状導電性基体の配置円内に設置する場合
には、円筒形状の絶縁体の大きさ（すなわち円柱形状の原料ガス導入装置兼電極全体とし
ての大きさ）は、この基体が配置される円周の直径に対して４～２５％程度の直径にする
ことが好ましい。また、円筒形状の絶縁体の被覆厚も特に制限は無いが、加工上の問題か
ら０．５～２０ｍｍ程度の厚さが実用的である。更に、円筒形状（または円柱形状）の電
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極自体の直径についても特に制限は無く、上述の絶縁体の直径と原料ガスの流路の幅を満
足できる範囲にすればよい。実用的には直径２ｍｍ以上が望ましい。
【００３６】
原料ガス導入装置兼電極の長さには特に制限は無い。ただし、電子写真用光受容部材の特
性の均一化の点から、基体の長さに対して９０～１２５％程度の長さが望ましい。ここで
言う原料ガス導入装置兼電極の長さとは、電極を覆う絶縁体に同一方向（原料ガス導入装
置兼電極の長さ方向）に開けられた複数の原料ガス放出穴のうち、最も離れた２つの穴の
中心点の距離を指す。電極単体の長さは、絶縁体内部に電極を保持する点からは、原料ガ
ス導入装置兼電極の長さに対して１００～１５０％程度の長さが望ましい。ただし、逆に
原料ガス導入装置兼電極に対して１００％未満の長さであっても、本発明の効果を得るに
は何等差し支えない。ここで言う電極単体の長さとは、実質的に放電空間内に高周波を放
出する作用を有する部分を指す。
【００３７】
絶縁体に形成するガス放出穴の大きさと個数は、原料ガスの流量、圧力などの条件と関連
づけて決定すればよい。ガス放出穴が丸穴の場合、その大きさは直径０．４ｍｍ～２．５
ｍｍ程度が好ましい。直径０．４ｍｍ未満ではガス放出穴の周辺に堆積した膜によってガ
ス放出穴が詰まる傾向にあり、逆に直径２．５ｍｍを越えると電子写真用光受容部材の膜
厚ムラや特性ムラを均一化するのが困難な傾向にある。ガス放出穴の個数については特に
制限は無いが、電極を覆う絶縁体の単位表面積に対して、０．０４～０．３１個／ｃｍ 2  
程度が好ましい。これらのガス放出穴の配置には特に制限は無いが、複数の方向に原料ガ
スを放出させるように配置することが望ましい。
【００３８】
特に同一円周上に複数の円筒状導電性基体を配置し、この円周内に原料ガス導入管兼電極
を配置する構成とした場合には、円筒状導電性基体の個数をｎとして、ｎ、またはｎ／２
（ｎが偶数の場合）の方向に等配置するのが望ましい。
【００３９】
電極の材質は、導電性のものであれば何れも使用できるが、Ａｌ、Ｃｒ、Ｍｏ、Ａｕ、Ｉ
ｎ、Ｎｂ、Ｎｉ、Ｔｅ、Ｖ、Ｔｉ、Ｐｔ、Ｐｂ、Ｆｅ等の金属の他、これらの合金、例え
ばステンレス等が使用できる。また、表面を導電処理した絶縁体も使用でき、この場合、
絶縁体としては、アルミナセラミックス、窒化アルミニウム、窒化ほう素、シリコン、コ
ージェライト、ジルコンコージェライト、酸化ケイ素、酸化ベリリウム、マイカ系セラミ
ックス、石英ガラス、パイレックスガラス等が使用できる。
【００４０】
電極を覆う絶縁体の材質は、前述したコーティング材料に限られず、例えば、アルミナセ
ラミックス、窒化アルミニウム、窒化ほう素、シリコン、コージェライト、ジルコンコー
ジェライト、酸化ケイ素、酸化ベリリウム、マイカ系セラミックス、石英ガラス、パイレ
ックスガラス等も使用できる。また加工性などの点から、テフロン、ポリスチレン等の樹
脂を用いることもできる。
【００４１】
更に、この絶縁体の少なくとも放電空間に接する側の表面に、主として堆積膜の膜剥れを
防止する目的で凹凸を設けることもできる。この場合、凹凸の大きさとしては、２．５ｍ
ｍを基準長さとする＋点平均粗さ（Ｒｚ）で５μｍ以上２００μｍ以下の範囲が好ましい
。表面に凹凸を設ける手段としては、特に制限はないが、例えば投射体を吹きつけるブラ
スト加工等が実用的に好ましい。
【００４２】
本発明では、電極と電極を覆う絶縁体の表面に囲まれた領域に、電極の周方向に複数に分
離された原料ガスの流路を設けることができる。本発明において、原料ガス導入管兼電極
の内部に形成され且つ電極の周方向に複数配置された原料ガス流路とは、単に二重管構造
にして内部に原料ガスを流入可能とした単一流路の従来の原料ガス導入管兼電極とは異な
り、例えば、複数の障壁が二重管構造内部に周方向に等間隔に存在しており、この障壁が
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周方向への原料ガスの流れを制限するような構成を指す。この場合絶縁体に形成されたガ
ス放出穴は周方向に配置された原料ガス流路の各々に対応して設ければ良い。また、こう
して分離された各々の原料ガス流路の幅は前述の範囲にあることは言うまでもない。
【００４３】
上記の様に原料ガス流路を電極の周方向に複数に分離した原料ガス導入管兼電極では、原
料ガス流路を複数に分離しない場合の原料ガス導入管兼電極に比べて、原料ガス流路の幅
を同じとした場合、原料ガス流路内部での原料ガスのよどみを減少させることができるの
で球状突起の発生をより効果的に防止できる。また、原料ガスの電極の周方向の流れが制
限されるので、原料ガス導入管兼電極の周方向に渡って、原料ガスの供給が均一化される
。したがって、反応容器内の同一円周上に複数の円筒状基体を配置し、この円周内に原料
ガス導入管兼電極を設けた堆積膜形成装置の構成をとる場合には、複数の円筒状基体の間
の堆積膜の特性のばらつきが効果的に抑制できる。
【００４４】
本発明で、原料ガス流路を電極の周方向に複数に分離する場合、電極の表面と絶縁体の電
極側表面とを密着させることが、原料ガス流路の分離を容易にする点から望ましい。ただ
し、機械加工上の問題点や電極の温度上昇による熱膨張などが問題となる場合は、隙間を
設けてもさしつかえない。この場合、隙間の幅は原料ガスの流れを制御する立場から、０
．５ｍｍ未満にすることが望ましい。ここで言う隙間の幅は、熱膨張等を考慮した実際の
堆積膜形成時の条件での隙間の値を指す。本発明において、原料ガス流路を電極の周方向
に複数配することは、電極の周方向への原料ガスの流れを実質的に制限しうる複数の障壁
を設けることを指す。例えば上述の様な隙間が存在する場合であっても、電極の周方向へ
の原料ガスの流れが実質的に制限されていれば、本発明の効果が得られる。
【００４５】
原料ガス流路を形成するための方法としては、例えば、電極の表面に溝を切ることで原料
ガス流路を形成する方法、絶縁体の電極側表面に溝を切ることで原料ガス流路を形成する
方法、絶縁体内部に原料ガス流路を形成する方法、電極と電極を覆う絶縁体が形成する隙
間に中子を挿入する方法等が挙げられる。
【００４６】
以下、図面を用いて、原料ガス流路が内部に形成された原料ガス導入装置兼電極の例を説
明する。
【００４７】
　図１は 、電極を絶縁体で覆い、電極と絶縁体の電極側表面に囲まれた空間
によって原料ガス流路を形成した場合の円柱形状の原料ガス導入管兼電極を例示する模式
図であり、図１（ａ）は直径方向の断面図、図１（ｂ）は母線方向（伸線方向）の断面図
である。
【００４８】
図１の例では、原料ガス導入管兼電極１０２は円柱形状であり、円柱形状の電極１１２を
絶縁体１１３でおおい、電極１１２と絶縁体１１３の電極側表面で囲まれた空間により原
料ガス流路１１７を形成する構成より成る。絶縁体１１３には、所望の位置に所望の個数
のガス放出穴１１６が貫通形成されている。原料ガス流路１１４の上端には上部から原料
ガスを供給するための原料ガス導入口１１５が開口されている。図１の例では、原料ガス
流路１１７の幅は、原料ガス流路１１７内に取れる電極１１２の接線の長さとして定義さ
れる。すなわち、母線方向を含む面に垂直に交わる断面において最も長い直線距離である
。
【００４９】
図１の例では、原料ガス導入装置（不図示）より供給される原料ガスは、原料ガス導入口
１１５を通して原料ガス流路１１７に導入された後、絶縁体１１３に形成されたガス放出
穴１１６を通して放電空間に放出される。
【００５０】
図１の例では、原料ガス流路１１７の上端に１個の原料ガス導入口１１５を形成したが、
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本発明はなんらこれに限定されず、所望に応じて予め原料ガスの配管を分岐して複数の原
料ガス導入口１１５より原料ガスを導入しても良い。また、原料ガスの導入口１１５は原
料ガス流路１１７の下端に形成されても良いし、上記の様に予め分岐した原料ガスの配管
をもって、原料ガス流路の上下に形成されてもさしつかえない。
【００５１】
図２は、電極の表面に溝を切ることで原料ガス流路を形成した場合の円柱形状の原料ガス
導入装置兼電極を例示する模式図であり、図２（ａ）は直径方向の断面図、図２（ｂ）は
電極表面に形成された原料ガス流路を示すための電極表面の展開図である。
【００５２】
図２の例では、原料ガス導入装置兼電極１０２は円柱形状であり、円柱形状の電極１１２
の表面を絶縁体１１３の層で覆った構成より成る。原料ガス流路１１７は円柱形状の電極
１１２の表面に周方向に等間隔となる４箇所の位置（すなわち断面円における角度が、０
度、９０度、１８０度および２７０度の位置）に伸線方向に伸びた溝を切ることで形成さ
れた流路であり、この電極１１２の溝面と電極を覆う絶縁体１１３の電極側表面に囲まれ
た空間から成る。すなわち、電極１１２の表面の溝以外の部分が原料ガス流路を周方向に
分離する障壁として機能する。また、原料ガス流路１１７の各々の側面を構成する絶縁体
１１３には、所望の位置に所望の個数のガス放出穴１１６が貫通形成されている。原料ガ
ス流路１１４は、円柱形状の電極１１２の表面に各２本の原料ガス流路１１７の中間の２
箇所の位置（すなわち断面円における角度が、４５度および２２５度の位置）に伸線方向
に伸びた溝を切ることで形成された流路であり、この電極１１２の溝面と電極を覆う絶縁
体１１３の電極側表面に囲まれた空間から成る。また、原料ガス流路１１４の各々の上端
には外部から原料ガスを供給するための原料ガス導入口１１５が開口形成されている。原
料ガス流路１２１は、円柱形状の電極１１２の表面に各１本の原料ガス流路１１４とこの
両側に隣接する各２本の原料ガス流路１１７とが連通する様に伸線方向に対し垂直に伸び
た溝を上下２本切ることで形成された流路であり、この電極１１２の溝面と電極を覆う絶
縁体１１３の電極側表面に囲まれた空間から成る。
【００５３】
図２の例では、原料ガス導入装置（不図示）より供給される原料ガスは、原料ガス導入口
１１５を通して原料ガス流路１１４内に導入され、原料ガス流路１２１を通して原料ガス
流路１１７に導入された後、更に絶縁体１１３に形成されたガス放出穴１１６を通して放
電空間に放出される。
【００５４】
図２の例の様に電極表面に溝を切って原料ガス流路を形成した場合、比較的簡単な機械加
工で複雑な原料ガス流路が形成できるため、絶縁体に貫通形成された各々のガス放出穴か
ら放出される原料ガスの流量の調節が容易であり、この結果特に原料ガスの流量が比較的
少ない条件で堆積膜の上下方向の膜厚の均一化が図り易い。また、前述したコーティング
法により電極の耐性を向上させることが容易である。
【００５５】
図２の例では、１本の原料ガス流路１１７あたり上下２本の原料ガス流路１２１を形成し
たが、本発明は何等これに限定されず、原料ガス流路１２１は所望に応じて１本にしても
良いし、３本以上の多数本を並列に配置させた構成にしても良い。また、図２の例では、
予め原料ガスの配管を分離して、２本の原料ガス流路１１４（２つの原料ガス導入口１１
５）から原料ガスを導入する構成にしたが、本発明は何等これに限定されず、所望に応じ
て１本の原料ガス流路１１４から原料ガスを導入してから分岐しても良いし、３本以上の
多数の原料ガス流路１１４を設けても良い。また、図２の例では、電極の表面に溝を切る
ことで原料ガス流路を形成したが、電極の表面ではなく、絶縁体の電極側表面に同様の溝
を切ることで同様の原料ガス流路を形成しても良い。
【００５６】
図３は、電極を覆う絶縁体内に原料ガスの流路を形成した場合の円柱形状の原料ガス導入
装置兼電極を例示する模式図であり、図３（ａ）は直径方向の断面図、図３（ｂ）は母線
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方向（伸線方向）の断面図である。
【００５７】
図３の例では、原料ガスの流路１１７は電極を覆う絶縁体１１３の内部に形成されている
。また、原料ガス流路１１７の各々の上端には外部から原料ガスを供給するための原料ガ
ス導入口１１５が貫通形成されており、更に、原料ガス流路１１７の各々の外側（放電空
間側）の面を構成している絶縁体１１３には、所望の複数個のガス放出穴１１６が貫通形
成されている。
【００５８】
図３の例では、原料ガス導入装置（不図示）より供給される原料ガスは、原料ガス導入口
１１５を通して原料ガス流路１１７内に導入され、更に絶縁体１１３に形成されたガス放
出穴１１６を通して放電空間に放出される。
【００５９】
図３の例の様に絶縁体内部に原料ガス流路を形成した場合には、電極表面が直接原料ガス
と接触しない構造となるため、上記の様なコーティング法を用いること無しに耐性に富ん
だ電極が得られる。
【００６０】
　図４は 、電極と電極を覆う絶縁体が形成する隙間に中子を挿入して原料ガ
ス流路を形成した場合の円柱形状の原料ガス導入装置兼電極を例示する模式図であり、図
４（ａ）は直径方向の断面図、図４（ｂ）は母線方向の断面図である。
【００６１】
図４の例では、原料ガス導入装置兼電極１０２は円柱形状であり、円柱形状の電極１１２
の表面を所望形状の中子１２０を介して絶縁体１１３の層で覆った構成より成る。原料ガ
ス流路１１７は周方向に等間隔となる４箇所の位置に伸線方向に伸びた溝が構成される様
に中子１２０を予め加工して形成した流路であり、中子１２０の外側（絶縁体１１３側）
の加工面（溝面）と絶縁体１１３の中子側表面に囲まれた空間から成る。すなわち、中子
１２０自体が原料ガス流路を周方向に分離する障壁として機能する。また、各原料ガス流
路１１７の伸線方向のほぼ中間点おいても溝は遮られており、これにより原料ガス流路１
１７は更に上下に分割されている。また、原料ガス流路１１７の各々の側面を構成する絶
縁体１１３には、各原料ガス流路１１７のほぼ上端、下端、その中間の３箇所の位置にガ
ス放出穴１１６が貫通形成されている。原料ガス流路１１４は、原料ガス流路１１７と周
方向における同位置（４箇所）に伸線方向に伸びた溝が構成される様に中子１２０を予め
加工して形成した流路であり、中子１２０の内側（電極１１２側）の加工面（溝面）と電
極１１２の中子側表面に囲まれた空間から成り、同様に中子１２０自体が原料ガス流路を
周方向に分離する障壁として機能する。また、原料ガス流路１１４の各々の上端には外部
から原料ガスを供給するための原料ガス導入口１１５が貫通形成されている。また内部ガ
ス放出穴１１８は、周方向における同位置の各々の原料ガス流路１１４から原料ガス流路
１１７に原料ガスが放出される貫通穴が構成される様に中子１２０を予め加工して形成し
た穴である。この内部ガス放出穴１１８は、１本の原料ガス流路１１４毎に２つ設けられ
、各々が原料ガス流路１１７に連通している。
【００６２】
図４の例では、原料ガス導入装置（不図示）より供給される原料ガスは、原料ガス導入口
１１５を通して原料ガス流路１１４に導入された後、内部ガス放出穴１１８を通して原料
ガス流路１１７に流入し、更に電極を覆う絶縁体１１３に設けられたガス放出穴１１６を
通して放電空間に供給される。
【００６３】
図４の例の様に、中子を用いて原料ガス流路を形成する場合、中子の材質としては、電極
に用いられる金属の他、電極を覆う絶縁体に用いられる絶縁体が好適に使用できる。
【００６４】
図４の例の様に、中子を用いて原料ガス流路を形成すれば、中子によって多重管構造（図
４の例では２重管構造）が構成できるため、堆積膜の上下方向の均一化が更に得やすい。
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また前述したコーティング法により電極の耐性向上も容易に図れる。
【００７０】
次に、図面を用いて、本発明の堆積膜形成装置全体の構成の例を説明する。
【００７１】
　図 は、複数の円筒状導電性基体を同一円周上に配置した構成をとった場合の本発明の
堆積膜形成装置の一例を示す模式図であり、図 （ａ）は水平方向の断面図、図 （ｂ）
は垂直方向の断面図である。
【００７２】
　図 に示す堆積膜形成装置は、大別すると減圧可能な（真空気密可能な）反応容器１０
０、原料ガス導入装置（不図示）、反応容器１００内を減圧するための排気装置（不図示
）、原料ガス導入装置兼電極１０２に電力を供給するための電源１０７から構成される。
【００７３】
反応容器１００内には円筒状で導電性の基体１０１が所望に応じて配置され、基体加熱用
ヒーター１０４、原料ガス導入装置兼電極１０２が設置されている。原料ガス導入装置兼
電極１０２には高周波マッチングボックス１０６を介して電源１０７が接続されている。
基体１０１はホルダー（不図示）を介して回転軸１０８に保持されており、回転軸１０８
は真空シール（不図示）を通して反応容器１００の外（大気側）に貫通し、ギア１１０を
介してモーター１０９に接続されている。
【００７４】
　基体１０１は同一円周上に配置され、基体が取り囲む領域で放電空間１１１が形成され
る。基体１０１の本数は放電空間を形成できる本数であれば何本でもよいが、４本以上が
好適である。図 では基体を８本配置した例を示している。基体１０１は反応容器１００
内に設置された基体加熱用ヒーター１０４で内側から加熱されるようになっている。基体
加熱用ヒーター１０４は、真空仕様のものであれば何れでもよく、例えばシースヒーター
をパイプに巻きつけたもの、板状ヒーター、セラミックヒーター等の電気抵抗体の他、ハ
ロゲンランプ等の熱放射体、気体や液体を媒介し熱交換手段による発熱体などが使用でき
る。
【００７５】
これらの基体加熱用ヒーター１０４は、反応容器１００内に設けられる他、反応容器とは
別に基体加熱用容器を設けその中に設置して、あらかじめ基体加熱用容器で基体を加熱し
た後、反応容器１００に基体１０１を真空中で搬送する手段も採れる。また、基体加熱用
容器による基体の加熱と、反応容器１００内での基体の加熱を併用することもできる。基
体１０１の温度は、目的とする堆積膜の特性により適宜最適範囲が選択されるが、通常の
場合、２０～５００℃が望ましく、更に５０～４８０℃が好ましく、更に１００～４５０
℃が最適である。
【００７６】
　次に、図 に示した装置を用いて堆積膜を形成する方法の例を説明する。
【００７７】
まず、反応容器１００内に、あらかじめ脱脂洗浄した基体１０１を配置し、不図示の排気
装置（例えば真空ポンプ）により反応容器１００内を排気する。続いて、基体１０１を回
転させながら、ヒーター１０４により基体１０１の温度を２０℃～５００℃の所望の温度
に制御する。基体１０１が所望の温度になったところで、原料ガス供給系（不図示）より
原料ガスを原料ガス導入装置兼電極１０２を通して内部チャンバ内に供給する。このとき
ガスの突出等、極端な圧力変動が起きないよう注意する。次に、原料ガスの流量が所定の
流量になったところで、真空計（不図示）を見ながら排気バルブ（不図示）を調整し、所
望の内圧を得る。
【００７８】
内圧が安定したところで、高周波電源１０７を所望の電力に設定して、高周波マッチング
ボックス１０６を通じて原料ガス導入装置兼電極１０２に高周波電力を印加し、グロー放
電を生起させる。この放電エネルギーによって反応容器１００内に導入された原料ガスが
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分解され、基体１０１上に所望の堆積膜が形成される。この際、基体１０１をモーター１
０９によって堆積膜形成中に回転させておくことで、基体１０１の全面に堆積膜が形成さ
れる。所望の膜厚の形成が行われた後、高周波電力の供給を止め、反応容器への原料ガス
の流入を止め、堆積膜の形成を終える。目的とする堆積膜の特性に応じて基体上に複数の
層からなる堆積膜を形成する場合には、前記の操作を繰り返すことによって、所望の複数
層構成の堆積膜を得ることができる。
【００７９】
基体１０１として例えば円筒状のものが使用されるが、その材質は導電性材料または表面
を導電処理した材料が通常使用される。例えばＡｌ、Ｃｒ、Ｍｏ、Ａｕ、Ｉｎ、Ｎｂ、Ｎ
ｉ、Ｔｅ、Ｖ、Ｔｉ、Ｐｔ、Ｐｂ、Ｆｅ等の金属の他、これらの合金、例えばステンレス
などが使用できる。また、表面を導電処理した材料としてはアルミナセラミックス、窒化
アルミニウム、窒化ほう素、酸化ケイ素、炭化ケイ素、酸化ケイ素、酸化ベリリウム、石
英ガラス、パイレックスガラスなどの他、ポリカーボネート、テフロン等の合成樹脂が使
用できる。表面を導電処理した材料を基体として使用する場合、堆積膜を形成する側と反
対側も導電処理することが望ましい。
【００８０】
堆積膜形成に使用される原料ガスは、例えばアモルファスシリコンを形成する場合にはＳ
ｉＨ 4  、Ｓｉ 2  Ｈ等のガス状態の、またはガス化し得る水素化珪素（シラン類）が、Ｓｉ
供給用ガスとして有効に使用できる。また、水素化珪素の他にも、弗素原子を含む珪素化
合物、いわゆる弗素原子で置換されたシラン誘導体、具体的には、例えばＳｉＦ 4  、Ｓｉ

2  Ｆ 6  等のフッ化珪素や、ＳｉＨ 3  Ｆ、ＳｉＨ 2  Ｆ 2  、ＳｉＨＦ 3  等の弗素置換水素化珪
素等、ガス状の、またはガス化し得る物質もＳｉ供給用ガスとして有効である。また、こ
れらのＳｉ供給用の原料ガスを必要に応じてＨ 2  、Ｈｅ、Ａｒ、Ｎｅ等のガスにより希釈
して使用しても何等差し支えない。
【００８１】
更に前記のガスに加えて、必要に応じて周期律表３族に属する原子または周期律表５族に
属する原子を、いわゆるドーパントとして用いることもできる。例えばホウ素原子を用い
る場合には、Ｂ 2  Ｈ 6  、Ｂ 4  Ｈ 1 0等の水素化珪素、ＢＦ 3  、ＢＣｌ 3  等のハロゲン化珪素
が挙げられる。またリン原子を用いる場合には、ＰＨ 3  、Ｐ 2  Ｈ 4  等の水素化燐が使用で
きる。
【００８２】
また、例えばアモルファスシリコンカーバイト（ａ－ＳｉＣ）を形成する場合には、前記
の原料ガスのほかに、炭素原子導入用のガスとして、ＣとＨとを構成原子とする、例えば
炭素数１～５の飽和炭化水素、炭素数２～４のエチレン系炭化水素、炭素数２～３のアセ
チレン系炭化水素等を使用できる。具体的には、飽和炭化水素としては、メタン（ＣＨ 4  
）、エタン（Ｃ 2  Ｈ 6  ）等、エチレン系炭化水素としては、エチレン（Ｃ 2  Ｈ 4  ）、プロ
ピレン（Ｃ 3  Ｈ 6  ）等、アセチレン系炭化水素としては、アセチレン（Ｃ 2  Ｈ 2  ）、メチ
ルアセチレン（Ｃ 3  Ｈ 4  ）等が挙げられる。
【００８３】
また、例えばアモルファス酸化シリコン（ａ－ＳｉＯ）を形成する場合には、前記の原料
ガスの他に、酸素原子導入用のガスとして使用できるものとして、酸素（Ｏ 2  ）、オゾン
（Ｏ 3  ）、一酸化窒素（ＮＯ）、二酸化窒素（ＮＯ 2  ）、一二酸化窒素（Ｎ 2  Ｏ）、三二
酸化窒素（Ｎ 2  Ｏ 3  ）、四二酸化窒素（Ｎ 2  Ｏ 4  ）、五二酸化窒素（Ｎ 2  Ｏ 5  ）、三酸化
窒素（ＮＯ 3  ）、シリコン原子（Ｓｉ）と酸素原子（Ｏ）と水素原子（Ｈ）とを構成原子
とする、例えばジシロキサン（Ｈ 3  ＳｉＯＳｉＨ 3  ）、トリシロキサン（Ｈ 3  ＳｉＯＳｉ
Ｈ 2  ＯＳｉＨ 3  ）等の低級シロキサン等を挙げることができる。
【００８４】
例えばアモルファス窒化シリコン（ａ－ＳｉＮ）を形成する場合には、前記の原料ガスの
他に、窒素原子導入用のガスとして使用できるものとして、窒素（Ｎ 2  ）、アンモニア（
ＮＨ 3  ）、ヒドラジン（Ｈ 2  ＮＮＨ 2  ）、アジ化水素（ＨＮ 3  ）等のガス状のまたはガス
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化し得る窒素、窒化物及びアジ化物等の窒素化合物を挙げることができる。この他に、窒
素原子の供給に加えて、ハロゲン原子の供給も行えるという点から、三弗化窒素（Ｆ 3  Ｎ
）、四弗化窒素（Ｆ 4  Ｎ 2  ）等のハロゲン化窒素化合物を挙げることができる。
【００８５】
反応容器内のガス圧も同様に目的とする堆積膜の特性により適宜最適範囲が選択されるが
、通常の場合、好ましくは０．０１～１０００Ｐａ、好ましくは０．０３～３００Ｐａ、
最適には０．１～１００Ｐａとするのが好ましい。
【００８６】
高周波電力の周波数は特に制限はないが、発明者の知見によれば、周波数が２０ＭＨｚ未
満の場合は、条件によっては放電が不安定となり、堆積膜の形成条件に制限が生じる場合
があった。また４５０ＭＨｚより大きいと、高周波電力の伝送特性が悪化し、場合によっ
てグロー放電を発生させること自体が困難になることもあった。したがって２０ＭＨｚ～
４５０ＭＨｚの周波数範囲が本発明には最適である。高周波の波形は、何れのものでも差
し支えないが、サイン波、矩形波等が適する。また高周波電力の大きさは、目的とする堆
積膜の特性等により、適宜決定されるが、基体１個あたり１０～５０００Ｗが望ましく、
さらに２０～２０００Ｗがより望ましい。
【００８７】
【実施例】
以下に本発明の効果を実証するため、より具体的な実施例、実験例等を説明するが、本発
明はこれらによって何ら限定されるものではない。
【００８８】
　＜ 実験例１＞
　図５に示した堆積膜形成装置に図１に示した電極と電極を覆う絶縁体の隙間により原料
ガス流路を形成した構造の原料ガス導入装置兼電極を設置し、シングルプローブ（ラング
ミュアプローブ）を用いて飽和電子電流の測定を行なった。
【００８９】
図１に示した原料ガス導入装置兼電極１０２の長さは４２０ｍｍとし、直径は２５ｍｍ（
電極１１２の直径１０ｍｍ）とし、原料ガス流路１１７の幅は１２．５ｍｍとし、ガス放
出穴１１６の直径は１．２ｍｍとし、ガス放出穴１１６は６０ｍｍ間隔で４方向に計３２
個開けたものを使用した。また、円筒状導電性基体１０１の直径は８０ｍｍ、長さは３５
７ｍｍとした。
【００９０】
シングルプローブは、真空中で移動可能な機構とし、原料ガス導入装置兼電極の表面と基
体表面までの最短距離を１とした場合に原料ガス導入装置兼電極の表面からの距離が０．
４と０．９となる位置で、それぞれ原料ガス導入装置兼電極の母線方向へ１０ｍｍ毎に飽
和電子電流を計測した。この際ガス放出穴１１６の配列方向とシングルプローブの方向は
一致させた。
【００９１】
放電条件を下記表１に示す。
【００９２】
【表１】

10

20

30

40

(13) JP 3673568 B2 2005.7.20

参考



　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　こうして測定した結果を図 にグラフとして示す。なお図 における飽和電子電流の値
は、原料ガス導入装置兼電極表面から０．４と０．９の位置でそれぞれの最大値を１とし
た場合の相対値である。
【００９３】
　図 から明らかな様に、本発明によれば、ガス放出穴周辺のプラズマの局在化がほとん
ど発生していないことがわかる。
【００９４】
　＜比較実験例１＞
　図 に示した堆積膜形成装置に、従来の原料ガス導入装置兼電極を設置した以外は、実
験例１と全く同様に飽和電子電流の測定を行なった。
【００９５】
本比較実験例で使用した原料ガス導入装置兼電極は、電極を覆う絶縁体１１３を金属（Ｓ
ＵＳ３０４）とし、上から１つ目のガス放出穴１１６と、上から２つ目のガス放出穴１１
６の中間に直径２ｍｍ、深さ２．５ｍｍのくぼみを設け、更にガス放出穴１１６の近傍に
厚さ１００μｍのアルミナセラミックスをプラズマ溶射法にて形成したものである。なお
、アルミナセラミックスで形成された部分の表面粗さはＲｚで約２３μｍ～５２μｍであ
った。これら以外の形状については、実験例１で使用したものと同一である。
【００９６】
　本比較実験例で測定した結果を図 にグラフとして示す。図 から明らかな様に、従来
の原料ガス導入装置兼電極では、特に原料ガス導入装置兼電極の表面から０．４の位置で
ガス放出穴によるプラズマの局在化が顕著であると同時に、原料ガスを放出していないく
ぼみの周辺でもプラズマの局在化が見られた。更に、中子が無いことにより、原料ガスの
上下方向の不均一に伴って、電子飽和電流が上部から下部に向かって減少する上下ムラの
傾向が見られる。
【００９７】
＜比較実験例２＞
比較実験例１で使用した原料ガス導入装置兼電極のガス放出穴の直径を４．５ｍｍに広げ
た以外は同様にして飽和電子電流を測定した。
【００９８】
　本比較実験例で測定した結果を図 にグラフとして示す。図 から明らかな様に、ガス
放出穴を広げることで、プラズマの局在化は比較実験例１よりも緩和されてはいるものの
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、根本的には解決していないことがわかる。またガス放出穴を大きくしたので、原料ガス
が上部に偏って供給された事に起因すると見られる、上下ムラが比較実験例１に比べて更
に悪化している。
【００９９】
　＜ 例１＞
　図５に示した堆積膜形成装置に、図２で示した電極に溝を切ることで原料ガス流路を形
成した構造の原料ガス導入装置兼電極を設置し、図９に示す様な基体１１０２上に、電荷
注入阻止層１１０３、光導電層１１０４、表面層１１０５を順次積層した層構成の電子写
真用光受容部材１１０１を作製した。
【０１００】
円筒状導電性基体として、直径１０８ｍｍ、長さ３５７ｍｍのアルミニウム製シリンダー
を用いた。また原料ガス導入装置兼電極は、電極１１２の直径を２５ｍｍとし、電極を覆
う絶縁体１１３の直径を３０ｍｍとした。その他の形状は実験例１で使用したものと同一
である。
【０１０１】
放電条件を下記表２に示す。
【０１０２】
【表２】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
なお上記表２中の「層厚」は、電子写真用光受容部材設計上のおおよその目安である。
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【０１０３】
　本 例では、原料ガス導入装置兼電極のガス放出穴１１６を０．２ｍｍから４．５ｍ
ｍまで変化させて電子写真用光受容部材を作製し、下記方法に従い膜厚ムラ、球状突起の
数、電位ムラを測定した。
【０１０４】
（１）膜厚ムラ
各々の電子写真用光受容部材の母線方向に２ｃｍ間隔で合計１７点について渦電流式膜厚
計を用いて膜厚を測定した。こうして測定した値を、それぞれの測定点について、同時に
作製した８本の電子写真用光受容部材の間で平均値をとって、各原料ガス放出穴の径ごと
に母線方向のムラについて最大の膜厚に対する最小の膜厚の割合を算出し、母線方向の膜
厚ムラとして比較した。測定結果を図１０（ａ）にグラフとして示す。
【０１０５】
また同時に、作製した８本の電子写真用光受容部材の中央部の膜厚について８本間の最大
の膜厚に対する最小の膜厚の割合を算出し、８本間の膜厚ムラとして比較した。測定結果
を図１０（ｂ）にグラフとして示す。図１０（ｂ）における「８本間の膜厚ムラ」の値は
、ガス放出穴の直径を１．５ｍｍとした時のその膜厚ムラを１とした場合の相対値である
。
【０１０６】
（２）球状突起の数
各々の電子写真用光受容部材の表面を光学顕微鏡で観察し、１０ｃｍ 2  あたりの直径１５
μｍ以上の球状突起の個数を、同時に作製される電子写真用光受容部材８本全てについて
調べた後、その平均値を算出し、球状突起の数として比較した。測定結果を図１１にグラ
フとして示す。図１１における「球状突起の数」は、ガス放出穴の直径を１．５ｍｍとし
た時のその球状突起の数を１とした場合の相対値である。
【０１０７】
（３）画像濃度ムラ
各々の電子写真用光受容部材を電子写真装置（キャノン社製ＮＰ６０６０を本テスト用に
改造したもの）にセットして、キャノン製中間調チャート（部品番号：ＦＹ９－９０４２
）を原稿台に置いてコピーし、得られたコピー画像上の任意の５０点の画像濃度を反射濃
度計で測定し、各々の電子写真用光受容部材について最も画像濃度が濃い部分に対する最
も画像濃度が薄い部分の割合を算出し、更に同時に作製される電子写真用光受容部材８本
全てについて上記の測定を行ない最終的にそれらの割合を平均した値を画像濃度ムラとし
て比較した。測定結果を図１１にグラフとして示す。図１１における「画像濃度ムラ」の
値は、ガス放出穴の直径を１．５ｍｍとした時のその画像濃度ムラを１とした場合の相対
値である。この比較法では数値が小さくなるほど画像濃度ムラが大きくなることを示して
いる。
【０１０８】
　図 および図 から明かな様に、本発明においては、ガス放出穴の直径０．４ｍｍ
～２．５ｍｍの範囲内で、膜厚ムラ、球状突起の数、画像濃度ムラ共に非常に良好な結果
が得られることがわかる。一方、ガス放出穴の直径を０．２ｍｍとしたときは、ガス放出
穴の一部の堆積膜による詰まりが認められた。
【０１０９】
　＜比較例１＞
　図１で示した原料ガス導入装置兼電極の電極を覆う絶縁体１１３を金属（ＳＵＳ３０４
）に変更し、原料ガス放出穴の近傍をアルミナセラミックス（表面粗さはＲｚで約２８μ
ｍ～６３μｍ）で形成した以外は、実施例１で使用したものと同じ原料ガス導入装置兼電
極を使用し、ガス放出穴を直径０．２ｍｍから４．５ｍｍまで変化させて、 例１と同
様に膜厚ムラ、球状突起の数、画像濃度ムラについて測定した。測定結果を同様に図１２
および図１３に示す。
【０１１０】
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　図１２および図１３から明かな様に、ガス放出穴の直径を０．４ｍｍ～２．５ｍｍにす
ることで球状突起の数、画像濃度ムラ共に良化する傾向が見られるが、「吹き出し」の影
響によりその効果は十分ではない。また、ガス放出穴を０．２ｍｍとした場合は、 例
１と同様にガス放出穴の一部に堆積膜による詰まりが認められた。
【０１１１】
　＜ 例２＞
　図５に示した堆積膜形成装置に、図３に示した電極を覆う絶縁体の内部に原料ガスの流
路を形成した原料ガス導入装置兼電極を設置し、直径１０８ｍｍ、長さ３５７ｍｍのアル
ミニウムシリンダーを基体として、図９に示した層構成の電子写真用光受容部材を作製し
た。
【０１１２】
　本 例では、原料ガスの放出穴１１６の直径を１．２ｍｍとし、原料ガス流路１１７
の幅を４ｍｍとした。また電極１１２の直径は１５ｍｍ、電極を覆う絶縁体１１３の直径
を３２ｍｍとし、その他の形状は 実験例１で用いた原料ガス導入装置兼電極と同一と
した。
【０１１３】
放電条件を下記表３に示す。
【０１１４】
【表３】
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なお上記表３中の「層厚」は、電子写真用光受容部材設計上のおおよその目安である。
【０１１５】
　＜比較例２＞
　図５に示した堆積膜形成装置に、従来の原料ガス導入装置兼電極を設置し 例１と同
様にして電子写真用光受容部材を作製した。なお本比較例で使用した原料ガス導入装置兼
電極は、原料ガス流路１１７を電極１１２内部に形成した以外は 例１と同様の形状に
した。すなわち、電極を覆う絶縁体１１３を設けずに電極１１２の直径を３２ｍｍとし、
電極内部に４ｍｍ幅の原料ガス流路を形成した。なおガス放出穴の近傍はセラミックで形
成し、その際の表面粗さは約３２μｍ～４８μｍであった。
【０１１６】
　次に、 例２および比較例２で作製した電子写真用光受容部材について 実験例１
と同様にして、膜厚ムラ、球状突起の数、画像濃度ムラを評価した。その結果を下記表４
に示す。なお、表４における各評価項目は、 例２の値を１とした場合の相対値で表し
た。
【０１１７】
【表４】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　表４から明らかな様に、原料ガスの流路を周方向の分離した本発明の原料ガス導入装置
兼電極では、膜厚ムラ、球状突起の数、画像濃度ムラ共に良好な結果が得られるのに対し
て、従来の原料ガス導入装置兼電極では、球状突起、画像濃度ムラも悪化することがわか
る。
【０１１８】
　＜実施例 ＞
　図５に示した堆積膜形成装置に、図２に示した電極の表面に溝を切ることで原料ガスの
流路を形成した原料ガス導入装置兼電極を設置し、直径１０８ｍｍ、長さ３５７ｍｍのア
ルミニウムシリンダーを基体として図９に示した層構成の電子写真用光受容部材を作製し
た。
【０１１９】
　本実施例では、原料ガスの放出穴１１６の直径を１．２ｍｍとし、原料ガス流路１１４
、１１７の幅を０．５ｍｍ～１５ｍｍまで変化させた。また電極１１２の直径は３０ｍｍ
、電極を覆う絶縁体１１３の直径は３５ｍｍとし、その他の形状は 例１で用いた原料
ガス導入装置兼電極と同一とした。
【０１２０】
放電条件を下記表５に示す。
【０１２１】
【表５】
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　なお上記表 中の「層厚」は、電子写真用光受容部材設計上のおおよその目安である。
【０１２２】
　こうして作製した電子写真用光受容部材について 例１と同様にして、膜厚ムラ、球
状突起の数、画像濃度ムラを評価した。その結果を下記表６に示す。表６において各項目
は、原料ガスの流路の幅を５．０ｍｍとした時の値を１とした場合の相対値で表した。
【０１２３】
【表６】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　表６から明らかな様に、原料ガスの流路を１３ｍｍ以下にした原料ガス導入装置兼電極
では、膜厚ムラ、球状突起の数、画像濃度ムラ共に特に良好な結果が得られることがわか
る。また、原料ガスの流路の幅を０．５ｍｍ～８ｍｍ、更に１．０ｍｍ～５．０ｍｍの範
囲にすることで、球状突起、画像濃度ムラ共に特に良好な結果が得られることがわかる。
一方、原料ガスの流路を１４ｍｍおよび１５ｍｍとした場合
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は、球状突起の数、画像濃度ムラ共に悪化する傾向が見られた。
【０１２４】
　＜実施例 ＞
　図５に示した堆積膜形成装置に、図２で示した電極の表面に溝を切ることで原料ガスの
流路を形成した原料ガス導入装置兼電極を設置し、直径１０８ｍｍ、長さ３５７ｍｍのア
ルミニウムシリンダーを基体として、図９に示した層構成の電子写真用光受容部材を作製
した。
【０１２５】
　原料ガスの流路１１４、１１７の幅は４．０ｍｍとし、電極１１２の直径は２５ｍｍ、
電極を覆う絶縁体１１３の直径は３０ｍｍとし、その他の形状は 実験例１で用いた原
料ガス導入装置兼電極と同一とした。
【０１２６】
また本実施例では、３層の形成の全てにおいて、電極に印加する高周波電力の周波数を２
０ＭＨｚ～４５０ＭＨｚの範囲で変化させた。その他の放電条件および層厚を下記表７に
示す。
【０１２７】
【表７】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

なお上記表７中の「層厚」は、電子写真用光受容部材設計上のおおよその目安である。
【０１２８】
　こうして作製した電子写真用光受容部材について、 例１と同様にして、膜厚ムラ、
球状突起の数、画像濃度ムラを評価した。その結果を下記表８に示す。表８において各項
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目は、実施例 における原料ガスの流路の幅を５．０ｍｍとした時の値を１とした場合の
相対値で表した。
【０１２９】
【表８】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
表８から明らかな様に、高周波電力の周波数が２０ＭＨｚ～４５０ＭＨｚの範囲ではいず
れの周波数であっても良好な結果が得られた。
【０１４０】
　＜ 例 ＞
　図５に示した堆積膜形成装置に、図１４に示す電極の表面にアルミナセラミックスでコ
ーティング１１９を施した原料ガス導入装置兼電極を設置し、前記表３の条件で、直径１
０８ｍｍ、長さ３５７ｍｍのアルミニウムシリンダーを基体として、図９に示した層構成
の電子写真用光受容部材を作製した。
【０１４１】
　本 例での電極のコーティングは、プラズマ溶射法により、厚さ１００μｍで行なっ
た。
【０１４２】
　こうして作製した電子写真用光受容部材について、 例１と同様にして、膜厚ムラ、
球状突起の数、画像濃度ムラを評価した。その結果を下記表１１に示す。表１１において
各項目は、実施例 における原料ガスの流路の幅を５ｍｍとした時の値を１とした場合の
相対値で表した。
【０１４３】
【表１１】
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　表１１から明らかな様に、本 例では全ての項目にわたって良好な結果が得られるこ
とがわかる。
【０１４４】
【発明の効果】
以上説明した様に本発明によれば、電界の集中による「吹き出し」を防止し、原料ガスの
流れを簡単な構成で均一化することで、堆積膜の異常成長や球状突起を低減でき且つ高度
に均質化された堆積膜を形成できる。したがって、電子写真用光受容部材の製造において
問題となる膜厚ムラ、球状突起、画像濃度ムラの発生を効果的に抑制し、きわめて画像特
性の優れた電子写真用光受容部材を形成する用途に非常に有用である。
【図面の簡単な説明】
【図１】　 の堆積膜形成装置に用いる原料ガス導入装置兼電極の一例を示す模式図
である。
【図２】　本発明の堆積膜形成装置に用いる原料ガス導入装置兼電極の一例を示す模式図
である。
【図３】　本発明の堆積膜形成装置に用いる原料ガス導入装置兼電極の一例を示す模式図
である。
【図４】　 の堆積膜形成装置に用いる原料ガス導入装置兼電極の一例を示す模式図
である。
【図５】　本発明の堆積膜形成装置の一例を示す模式図である。
【図６】　 実験例１において測定した本発明の堆積膜形成装置の飽和電子電流の分布
を示すグラフである。
【図７】　比較実験例１において測定した従来の堆積膜形成装置の飽和電子電流の分布を
示すグラフである。
【図８】　比較実験例２において測定した従来の堆積膜形成装置の飽和電子電流の分布を
示すグラフである。
【図９】　各実施例等において作製した電子写真用光受容部材の層構成を示す模式的断面
図である。
【図１０】　 例１において作製した電子写真用光受容部材の膜厚ムラの変化を示すグ
ラフである。
【図１１】　 例１において作製した電子写真用光受容部材の球状突起の数および画像
濃度ムラの変化を示すグラフである。
【図１２】　比較例１において作製した電子写真用光受容部材の膜厚ムラの変化を示すグ
ラフである。
【図１３】　比較例１において作製した電子写真用光受容部材の球状突起の数および画像
濃度ムラの変化を示すグラフである。
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【図１４】　 例 における本発明の堆積膜形成装置の原料ガス導入装置兼電極の一例
を示す図である。
【符号の説明】
　１００　　反応容器
　１０１　　基体
　１０２　　原料ガス導入装置兼電極
　１０４　　基体加熱用ヒーター
　１０６　　高周波マッチングボックス
　１０７　　電源
　１０８　　回転軸
　１０９　　モーター
　１１０　　ギア
　１１１　　放電領域
　１１２　　電極
　１１３　　電極を覆う絶縁体
　１１４　　原料ガス流路
　１１５　　原料ガス導入口
　１１６　　ガス放出穴
　１１７　　原料ガス流路
　１１８　　内部ガス放出穴
　１１９　　アルミナコーティング層
　１２０　　中子
　１２１　　原料ガス流路
　１１０１　　電子写真用光受容部材
　１１０２　　基体
　１１０３　　電荷注入阻止層
　１１０４　　光導電層
　１１０５　　表面層
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】 【 図 ８ 】
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【 図 ９ 】

【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】

【 図 １ ２ 】

【 図 １ ３ 】 【 図 １ ４ 】
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